
2013/7/4

1

米国における障害児のための
電子教科書

近藤武夫

東京大学先端科学技術研究センター

DO-IT Japan / DO-IT Center, University of Washington

LD

学習面の著しい困難
47万人 4.5％

うち読み書き困難
25万人 2.4％

ＡＤＨＤ

不注意の問題
28万人 2.7％

多動・衝動性
14.6万人 1.4％

自閉症スペクトラム

対人関係やこだわり等
11.5万人 1.1％

通常学級での発達障害の可能性
全国の小中学生1046万人のうち68万人：約6.5(6.3)％

※括弧内は10年前の同調査結果

読み書き障害の支援の実態

•日本と米国の実状

国名 障害児数 生徒総数 総人口

日本 34万4千人 1千万人 1億2千万人

米国 630万人 5千万人 3億1千万人

•米国の630万人はIDEAに基づく個別教育プログラムを受けて
おり，630万人中，LD児は240万を占める・・・「教育のアクセ
シビリティ確保」が第一義とされる（ドロップアウトを防ぐ）

•出典：文部科学省，特別支援教育資料（平成23年度）（義務教育では，通級指導6万5千人，特別支援学級
15万5千人，特別支援学校は12万6千人）の総計，米国統計はED Data Express（2011）より

米国K-12でのAIMとしての電子教科書とは

•通常の教科書の以外の形式の教材を必要とす
る個々の児童生徒（主に印刷物障害のある児童
生徒が利用の適格性がある）に対して，AIM（ア
クセス可能な教材）が学校区より提供されてお
り，電子教科書はその主流

•公教育において，学校区は公的リソース等を利
用してAIMを入手し，専門家による利用方法の
指導等のサービスとともにAIMを児童生徒に提
供することが義務づけられている

日米の差異のキーワード

米国K-12でのAIMとしての電子教科書とは

1. AIMとは

2. AIM利用の適格性と印刷物障害

3. AIMの公的リソース

4. AIM周辺の専門家とそのサービス

障害児のための電子教科書利用の背景

–通常教育カリキュラムへのアクセスの確保

–格差是正，差別禁止としてのテクノロジー利用推進

1. AIMとは

•Accessible Instructional Materials (AIM)
–アクセシブルな教材，代替メディア教材

–点字，拡大図書，録音，電子テキストなど個々のニーズ
に沿う多様なもの（CAST，2010）

–通常の教育カリキュラムで用いられる教材へのアクセスと
そこでの向上を目指すことを定めた法制度（IDEA障害者
教育法，NCLB落ちこぼれ防止法，リハビリテーション法）
に基づきK-12の障害児へ提供される代替教材

–「教材」であって「教科書」ではない点に注意：アクセスす
べき対象は「通常教育カリキュラム」

–支援技術（Assistive Technology, AT）との緊密な関係

資料３
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音声読み上げ機能のある読み書き支援ソフトを使い，
パソコン上で教科書を読むLDのある生徒

テクノロジー利用
・支援技術ソフト
・パソコン等のハード

教科書の電子データ
・インターネット経由で入手可能

Wynnの見栄えはニーズに合わせて自由に変更できる

Wynnの見栄えはニーズに合わせて自由に変更できる

全国インフラの整備

•アクセシブルなデジタル教科書の標準化
–支援技術を学習に活用するためには，支援技術と相
性の良いデジタル教科書データが必要

–IDEA2004により米国のアクセシブルな教科書・教
材規格（NIMAS）は定義済み
•出版社は規格に沿った教科書の内容データを教育省が管
轄するデータセンター（NIMAC）に提出する義務

•教育現場の現実に沿った簡便な方法の提供
–インターネット図書館Bookshare.orgがアクセシブ
ルなデジタル教科書を児童生徒へ無償配布する事
業を米国教育省より受託

蔵書リストの閲覧

ID ID

書籍のダウンロード

X

Bookshare.org

登録ユーザー
（Bookshareに利用者登録が必要，印刷物障害者に限定）

その他のユーザー
（蔵書リスト閲覧のみ可）

ダウンロードされ
るデータには管
理者のみID特定

可能な電子透か
しが付与される

Text-only
DAISY

Bookshare.orgによる電子教科書配信

ID

蔵書リストの閲覧

ID ID

ID

書籍のダウンロード

X

AccessReading.org

利用者ID取得済みユーザー
（AccessReadingに利用者登録が必要，印刷物障害者に限定）

その他のユーザー
（蔵書リスト閲覧のみ可）

ダウンロードされ
るデータには管
理者のみID特定

可能な電子透か
しが付与される

EPUB
DOCX

東大先端研×Microsoftによるインフラ実践研究
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2. AIM利用の適格性と印刷物障害

•印刷物障害
–IDEA2004でAIM利用の「適格性（eligibility）のあ
る」障害として規定され，IEP（個別教育プログラ
ム）の予算措置を受けられる

–紙の印刷物を読むことに困難のある障害

•教材や指導に用いられる情報へ「アクセスできる環境
の有無」の問題から障害が生じていると考える

•機能的な困難に注目することで，個別の障害種別を
列挙するよりもインクルーシブかつ個々のニーズを考
慮に入れることのできる定義（Wolf & Lee, 2007）として
近年用いられる呼称

2. 印刷物障害と適格性

•印刷物障害は視覚障害，肢体不自由，LDで主に
生じやすい困難
–米国でIEPを受ける全障害児630万人（全児童生徒は

5000万人）のうち，37.8％（240万人）はLD（IDEA Data，
2009）

–視覚障害や肢体不自由は該当しないが，LDは高発
生障害（high incidence disabilities）に該当

•AIMは教育現場でのニーズの高い支援

–印刷物障害の概念によりニーズが低くとも同じ困難
を共有する障害への支援も提供

3. AIMの公的リソース

•政府によるインフラの整備（IDEA，2004）
–AIMの製作を支援

•出版社から学校区，AIM製作者の協働を支援

•NIMAS（全国教材アクセシビリティ標準）データ形式を規定

•NIMAC（NIMASデータ管理センター）の設置による教材デー
タ管理の円滑化と著作権保護

–AIMの配布を支援
•AIM教材配布およびAT配布の全国インフラ整備による学校
区のAIM入手を支援

•Bookshare，Learning Ally（旧RFB&D：Recording for Blind & 
Dyslexic）への予算提供

予算背景

•IDEAによる特別支援教育予算
–支援技術製品の購入もここから

–景気刺激財源など別財源も

–支援技術利用の促進は法文内に明記

•学区により異なる予算規模

–実際の予算規模は学区により大きく異なるため，
利用可能な支援機器，専門家によるサービス（ま
たは専門家の在籍自体）の利用可能性，種類や
質などは学区により大きく異なる

教科書指定を行うSEAおよび州指定の教科書
がない州（open territory state）のLEAは，教科

書および関連する印刷された主要教材の購入
契約を行う際に，出版社にNIMASファイルセッ
トをNIMACに送信するよう要請する

発注
または
契約

出版社は，NIMACにアカウントを作成し，NIMACレポジトリ

に対し，ファイルを準備して送信する。コンテンツすべてに
印刷と配布の権利を出版社が持つ場合，IDEA2004により，
送信したファイルの著作権は保護される。

ファイルが受領さ
れた場合，または
受領されなかった
場合，その理由が
通知される。

国立教材アクセスセンター（National 
Instructional Materials Access Center，
NIMAC）は，NIMASファイルセットを受信
し，検査し，カタログ登録する。

市場モデルの選択：出版社は，コン
テンツすべてについて電子的な権利
を取得し， K-12の学校に対して直接
販売するため，特別なフォーマットの
制作または開発請け負いを希望する
こともできる。注：多くの場合，これら
はアクセシブルな一般教育向けの製
品となる。

AMPは，米国著作権法チェーフィー改正
（Chafee Amendment）の下に作業を行う

ため，プ印刷物障害のある，有資格の
生徒に対して直接特別なフォーマットの
ファイルを配布することができる。LEAは
AMPと直接協力して，有資格の生徒を
登録することができる。

NIMAS/NIMACコーディネータが行う契約によってNIMACに
登録され，LUAを送信した認定ユーザ（Authorized Users, 
AU）は，特別なフォーマットを整備・変換するために，
NIMACからNIMASファイルセットをダウンロードすることが
許可される。AUは，変換のために，教科書をAMPに譲渡
することも許可される。

AMPがSEAによりAUとして任命されていた場合，LEAの代
表者は，AMPがデータ変換を行うため，NIMACからAMPへ
データのダウンロード開始の契機とするため，AMPに特別
なフォーマットを請求することができる。

略語
AIM：アクセシブルな教材（Accessible 

Instructional Materials）
AMP：アクセシブルなメディアの制作者
（Accessible Media Producer）

LEA：地方教育局（Local Education Agency）
LUA：使用制限契約（Limitation of Use 

Agreement）
NIMAS：米国教材アクセシビリティ標準規
格（National Instructional Materials 
Accessibility Standard）

NIMAC：国立教材アクセスセンター
（National Instructional Materials Access 
Center）

NNC：NIMAS/NIMACコーディネータ
SEA：州教育局

特別なフォ
ーマットを
直接届ける

請求とAIMの配布

請求とAIMの配布 AIMの開発

NIMASフ
ァイル
セット

NIMASフ
ァイル
セット

地域で制作する：生徒にアクセシブルな教

材を必要としていても著作権の例外措置を
受ける資格がなく，その教材のアクセシブル
版が販売されていない場合，LEAは，教材製
品をデジタル化する許可を申請する。

毎年，SEA（各州教育局）が

NIMASを採用し，SEAとLEA（地方
教育局）でNIMACと協力関係を

結ぶ

NIMAS/NIMACコーディネータ（NNC）
は･･･：
•SEAの特殊教育行政官に任命され，
•支援技術プログラムと協調し，
•NIMACに登録され，
•NIMACとコーディネート合意契約を結び，
•NIMAC使用における制限事項合意
（LUA）契約を結び，

•認定ユーザ（AU）およびアクセシブルな
メディアの制作担当者（AMP）を指定し
登録する

作業の流れ

LEAは，有資格の印刷物障害のある生徒

のために，特別なフォーマット（点字，音
声，拡大印刷，デジタルテキスト）を請求
し，入手することができる。 AMPは，NIMACに登録し，LUAに署名し，

AUからの特別なフォーマットの開発を
請け負う契約を行う

上記で公開された図の近藤による翻訳 4. AIM周辺の専門家とそのサービス

•米国の場合
–教科を教える教員

–特殊教育教員

–LD専門士

–心理士（心理検査実施）

–作業療法士

–理学療法士

–移行支援士（ソーシャルワーク）

–支援技術専門士

–その他

• IEPミーティン

グで親と話し
合う

•要支援児の達
成目標（個別
教育計画）を
立てる

•目的ベースで
必要な機器や
教材の範囲を
決める
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教科書を読む支援

支援技術製品
対応の教科書
データ

自分でスキャン
して取り込む

支援技術製品

子ども読みの困難を助ける
代替形式の教科書

教科書データの
インフラ

教科書データの
自力作成

4. AIM周辺の専門家とそのサービス

AT = AT devices + AT services
（IDEA, 2004）

NIMASや
Bookshare等の
利用決定・契約

教材データの入
手と実際の取り
扱い作業

多様な支援技術製
品からの取捨選択

支援技術製品
の利用方法の
指導

非デジタル教材
の電子化業務
支援

教科教員への
授業内でのAT
利用支援

支援技術
専門家

（AT Specialist）

IEPの教育目標
児童生徒

学校・教員・職員

公的な教材リソース

＋背景となる専門性
•特殊教育
•言語聴覚士
•作業療法士
•言語聴覚士

アクセシブルな
教科書としての
ATの場合

選ぶ

扱う
教
え
る

学校図書館での「Wynn」の利用法ワークショップ 特異的学習障害のある児童への取り出し指導

障害児のための電子教科書の背景

•「通常教育カリキュラム」へのアクセスの確保

•格差是正，差別禁止としてのテクノロジー利
用推進

訓練ではなく「環境調整」

•学習の「手段」ではなく「目標」を重視する
–皆と同じやり方が出来ないから「障害」「マイノリ
ティ」と呼ばれる

–皆と同じではなく，本人のニーズにあったやり方
を使い，またそれを認める制度を作る

•「代替」を認める
–本人と親が「学習機会を通じて将来どこへ向かい
たいのか」を目的志向で考え，代替してよい部分
は道具や技術で補う
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米国の支援技術利用の歴史

•社会・地域での障害者の自立生活や就労を確保するための差別
禁止と格差是正の方法としてテクノロジーが法的に位置づけられ
てきた背景

• 1980年代末
–障害者への医療モデル（治療と訓練）を中心とした支援政策から，テ

クノロジーを利用した代替手段での自立を目指す政策への転換

• 1990年代から2000年代
–障害者差別禁止と合理的配慮として，就労や地域生活でのAT利用，

アクセシビリティの確保

–公教育でも，就労までの一貫した支援と通常教育カリキュラムへのア
クセス確保のため，AT利用が進む

•法的根拠を伴ったAT利用の長い歴史により，教育場面でのテクノ
ロジー利用が一般化

リハ法

1973年 →1992年改正 →1998年改正

「医療モデルからATへ」Tech Act

1988年 →1994年改正
ATの
定義

ATの
定義

Section 503, 504

NCLB

IDEA

1990年 →1997年改正 →2004年改正

全障害児
教育法

1975年

NIMAS
ATの
定義 義務

化

2001年

ADA
1990年

AT Act

1998年 →2004年改正

ATの
定義 「教育，就労，生活にATを」

「電子情報技術を含める」

「通常カリキュラム
へのアクセスと統合」

「落ちこぼれ防止法」

「差別禁止法による自立支援と包摂」

「政府機関と政府補助を
受ける機関での差別禁止」

まとめ

•アクセスを確保すべきは，通常教育カリキュ
ラムとそれを実現する教材（i.e., 教科書，副

教材，試験問題）や指導であって「教科書」自
体ではない

•政府のインフラ整備により，事実上教材への
ATが代替アクセスのセーフティネットを実現し
ており，ATの利用の考慮が公教育において
義務づけられている
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